
① ② ③ ④ ⑤

（有）新福青果 （宮崎県都城市）

①ロボットトラクタ　②自動操舵補助トラクタ　③ラジコン草刈機　④ドローン　⑤ICT改革チーム導入技術

データ入力に係る作業ロスを年間延べ40時間削減、人員体制を維持したまま作付面積を40%増加目　　標
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導入技術の効果

●現場にアプリケーションを渡して入力を丸投げするシステム
から、ICT改革チームを中心にデータ入力を行う体制とするこ
とで、データ入力にかかる時間を、年間652.5時間削減。

●人参での植付及びその準備における機械作業への経験の浅
い職員の参画率が67.7%向上した。
●らっきょうでも55.8%、馬鈴薯でも66.6%、里芋でも69.1%向上。

実証成果

多様な人材が集う農業法人経営による全員参画型のスマート農業技術体系の実証実証課題名

18.0ha（牛蒡5.5ha、人参6.5ha、里芋4.0ha、馬鈴薯1.0ha、らっきょう1.0ha）
＋施設野菜0.1ha、農作業受託5.2ha　うち実証面積：牛蒡5.5ha、人参6.5ha、
里芋4.0ha、馬鈴薯1.0ha、らっきょう1.0ha 　　　　　　

経 営 概 要

●スマート農業による技術者の能力補完及び管理体制の強化
により、農場長のマイクロマネジメント体制から、個人の裁量、
自由な働き方を重視する体制の実現。

〇データ入力を現場に丸投げしないで、ICT改革チームを基軸としたデータ入力体制を構築することにより、データ
入力時間を、慣行体系より年間延べ652.5時間削減(720時間/年・人→67.5時間/年・人)し、目標を達成。データ
入力の負担を最小限にして、農作業に専念することができた。

〇農作業に係る人員体制を変えずに、作付面積を慣行体系より43.1%向上（16.7ha→23.9ha）させ、目標を達成。

目標に対する達成状況1

2

3

問い合わせ先 ㈲新福青果 営農部マネージャー　栗原貴史　（e-mail：t-kurihara@shinpukuseika.co.jp）

★

●圃場周囲の草刈における女性や高齢者、学生アルバイトの従
事時間を対男性職員比0%から220.7%へ向上させた。

農場スタッフは
データ入力に拘
束されず
農作業に専念

※令和元年度試験データより

熟練技術者は
栽培管理に専念
熟練以外の
裁量拡大

※令和2年度試験データより

男性職員が
栽培管理に専念
単純作業者の
業務自由度拡大

※令和2年度試験データより

農場長の余裕創出
農場社員の
自由度拡大
＆成長促進
アルバイトの
柔軟な運用
半農半X促進

○㈲新福青果の事業ビジョンである、「『農業したくなる』という思いが広がる取組」を実践するために、スマート農業の
印象効果を最大限に発揮し、未来の農業人材の『農業したくなる』という思いが広がる取組を強化する。

○同都城市にキャンパスを構える南九州大学との連携を強化し、臨時講師、体験フィールド提供、インターンシップ、ア
ルバイト雇用など様々な形を通じて、産学連携を進めることでスマート農業に係る人材育成を図る。

〇　スマート農業を通じて、㈲新福青果の職員に対する業務の自由度、達成度、多様性を高める。

事業終了後の普及のための取組
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自動運転

これまで これから

① ② ③ ④

（農）土里夢たかた （鹿児島県南九州市）

①自動操舵付トラクタ　②密苗技術と自動操舵付田植機　
③ドローンによる農薬散布とリモートセンシング　④牛舎監視カメラシステム

導入技術

○水稲生産作業時間の1割削減。自動操舵装置、ドローンの活用による省力軽作業化
○牛舎監視カメラシステムの活用で、乳用牛舎内監視作業時間の1割削減

目　　標
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○毎年蓄積されていくデータをもとに課題を洗い出し改善することで、作業の効率化および 収量・品質の向上を図る。
これにより、中山間地のモデルケースとなるような経営の安定化を目指す。

○実証した以外の作目でも、スマート農機を活用できる作目では最大限に活用し初期投資を軽減。また、受託作業や
シェアリンクでの活用も視野に入れ、域内を中心としたスマート農機の普及に取り組む。　

事業終了後の普及のための取組

導入技術の効果

●牛舎内監視作業時間は、設置前56分/日から実証1、2年目48
分/日となり15％削減できた。

●自動操舵付トラクタを用いた実証区の耕起作業時間は、慣行区36分/10a
に対し、30分/10aと17％削減、また代かき作業でも慣行区41分/10aに対
し、31分/10aと23％削減できた（作業機幅の違いの影響が含まれる）。

●密苗技術の導入により、慣行区で18枚/10a必要だった苗箱
が8枚/10aで済み、労働費を含めた移植までにかかる総コス
トは慣行区13,840円10aに対し実証区6,454円/10aと53％
削減できた。

実証成果

38.5ha（水稲13.5ha、大豆８ha、そば５ha、飼料用作物他12ha、育成牛90頭）　
うち実証面積：水稲6.6ha

経 営 概 要

〇自動操舵の利用による耕起と代かきでは作業時間を約2割削減でき、目標とした1割を達成した。移植作業で密苗
技術と自動操舵付田植機の導入により、移植までにかかるコストを5割削減でき、目標とした1割を達成した。　　
ドローンの利用で適期防除が実施できたが、目標とした収量の5%向上は達成できなかった。

〇牛舎監視カメラシステムの導入で、牛舎内監視作業時間を15％削減でき、目標とした1割を達成した。

目標に対する達成状況1

2

3

問い合わせ先 農事組合法人　土里夢たかた　（e-mail：dreamtakata@lime.ocn.ne.jp）

中山間地における水田の高度利用技術省力化と乳用牛育成管理省力化の実証実証課題名

※令和２年度
   12月時点

※令和２年度12月時点

★

●ドローンによる適期防除が実施できて病害は無かったが、登熟期の日照不足や
スクミリンゴカイの食害の影響で実証区2年目の総反収は307㎏/10aと少な
かった。しかし、リモート
センシングの結果をもと
にドローンで追肥した圃
場では、追肥しなかった
圃場と比較して16％の増
収となった（データ略）。

※令和２年度12月時点
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